
入 札 説 明 書 

１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

入札に参加する者は、次に掲げる条件及び入札公告に掲げる条件をすべて満たしてい

る者であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当

しない者であること。 

(2) 福島県庁舎等維持管理業務入札参加資格制限措置要綱（平成２０年８月６日付け２０

文第１６１０号総務部長通知）に基づく入札参加資格制限中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをし

た者若しくは申立てをなされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規

定による再生手続開始の申立てをした者若しくは申立てをなされた者でないこと。 

 

２ 本入札に係る質問の受付方法等 

(1) 設計図書等に対する質問は、福島県庁舎等維持管理業務の委託契約に係る条件付一

般競争入札実施要領第７条第３項の規定により条件付一般競争入札に関する質問書

（様式第１号）により直接持参、ファクシミリ又は電子メールのいずれかの方法で提

出すること。 

(2) 現場説明会は行わない。 

 

３ 入札方法等 

(1) 入札は、本人又は代理人が出席して行う。 

(2) 入札公告に示す入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

(3) 一度提出した入札書の書換え、引換え又は撤回は認めない。 

(4) 入札書のあて先は、「福島県環境創造センター所長」とすること。 

 

４ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

福島県財務規則（以下｢規則｣という｡）第２４９条第１項第４号の規定に基づき入札

保証金は免除する。ただし、落札者が契約を締結しない場合には見積に係る入札金額

（消費税及び地方消費税を含む。）の１００分の３に相当する額を納めなければならな

い。 

(2) 契約保証金 

落札者は契約金額の１００分の５以上の額の契約保証金を納付しなければならない。

ただし、規則第２２９条第１項の規定に該当する場合は免除する。 

 

５ その他 

(1) 入札書の記載金額 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を



切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１

１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

(2) 契約は、別紙契約書（案）によるものとする。なお、契約の方法及び入札の条件、

別紙２福島県庁舎等維持管理業務に係る条件付一般競争入札心得を熟知すること。 

(3) 書類は原則としてＡ４判とすること。 

(4) 入札参加資格確認書類の提出については、別紙１のとおりとする。 

(5) 提出書類に虚偽の記載をした場合においては、庁舎等維持管理業務入札参加の資格

を制限することがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

入札参加資格確認書類の提出について 

入札公告に示す条件に基づき、入札参加資格確認書類提出書に添付が必要となる書類

は次のとおりである。 

記 

 

１ 庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿（令和６・７年度分）の清掃等業務に登

録されている者であること。 

県で作成している庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿により確認するので、提

出を要しない。ただし、入札の出席確認をする際に「庁舎等維持管理業務入札参加有資

格者名簿登録通知書」の提示を求めるので、注意すること。 

 

２ 福島県内に本店、支店又は営業所を有する者。 

原則として、庁舎等維持管理業務入札参加資格有資格者名簿により確認するので書類

の提出は要しないが、名簿に登録していない福島県内の本店、支店又は営業所を有する

場合は登記簿の写しを提出すること。 

なお、対象となるのは、本店、支店又は営業所である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙２） 

福島県庁舎等維持管理業務に係る条件付一般競争入札心得 

 

 （目的） 

第１条 福島県が発注する庁舎等維持管理業務に係る条件付一般競争入札による入札に

参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、法令に定めるもののほか、こ

の心得の定めるところにより入札しなければならない。 

 

 （入札保証金） 

第２条 入札保証金の納付は免除する。 

 

 （入札の方法等） 

第３条 入札参加者は、入札公告、金額抜き設計図書、仕様書、契約の方法及び入札の

条件及び現場等を熟知し、また暴力団排除に関する誓約事項（別添）を承諾のうえ入

札しなければならない。 

２ 入札参加者は、入札書を作成し、入札公告に示した入札の場所及び日時に本人が出

席して入札書を提出することを原則とし、郵便をもって提出することができない。 

３ 入札参加者は、入札公告に入札に参加する者に必要な資格の確認に関する事項が記

載されている場合には、条件付一般競争入札参加資格確認書類提出書及び添付書類を

作成し、入札場所に持参しなければならない。 

４ 入札参加者は、代理人をして入札を行うことができる。この場合、当該代理人は、

入札書の提出前に代理人の資格を示す委任状を入札執行職員に提出するものとし、入

札書には当該代理人であることの表示、当該代理人の氏名の記載及び押印をすること。

（押印を省略する場合は、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を記入するこ

と。） 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理を

することはできない。 

６ 入札参加者は、次の各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者

を入札代理人にすることができない。 

 (1) 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若し

くは数量に関して不正の行為をした者 

 (2) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得る

ために連合した者 

 (3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

 (4) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 (5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

 (6) 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行

に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

７ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、入札書を一旦提出した後は、開札の前後を

問わず、その書換え、引換え又は撤回をすることができない。 



 （公正な入札の確保） 

第４条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年

法律第５４号）その他法令の規定に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価

格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければなら

ない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開

示してはならない。 

 

（入札の取りやめ等） 

第５条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に

執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、

又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめることができる。 

 

 （入札の執行等） 

第６条 入札は、入札公告に示す日時及び場所において行うものとする。 

２ 開札は、入札終了時に入札会場にて行うものとする。 

３ 入札及び開札は公開とする。 

４ 開札したときは、直ちに入札書を金額順に並べ、低い金額で入札した者から順に、

入札書の記載事項を確認し、無効又は失格の入札を行った者があった場合には、当該

入札参加者及び当該理由を読み上げるものとする。 

 

 （入札書の無効等） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する入札書は、無効とする。 

  (1) 第３条第２項に規定する方法以外の方法により提出された入札書 

  (2) 入札参加資格のない者が入札した入札書 

  (3) 入札時刻に遅れてした入札 

  (4) 委任状を持参しない代理人のした入札 

  (5) 同一の入札について、同一人が２通以上なした入札又は入札参加者若しくはそ

の代理人が他の入札参加者の代理をした入札 

  (6) 鉛筆書きによる入札書 

  (7) 入札の日付がない入札書 

  (8) 金額の記入がない、金額を訂正した又は金額が判読できない入札書 

 (9) 発注者名、商号又は名称、押印のいずれかがない入札書（押印を省略する場合

は、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先の記載のない入札も含む）   

  (10) 入札書の委託業務名が入札公告と一致しない又は記載されていない入札書（軽

微な誤字、脱字等であって意思表示が明確であるものを除く。） 

  (11) 入札制度等監視委員会において談合の事実が確認された場合の入札書 

  (12) 上記（１）から（11）に掲げるもののほか、入札公告、入札説明書、契約の方

法及び入札の条件において示した入札条件に違反して入札した入札書 



２ 入札制度等監視委員会において談合の事実が確認されなかった場合であっても、談

合の疑いが払拭できないとされた場合は、その入札書を無効とする。 

３ 入札金額が最低制限価格を下回る場合は、その入札書を失格とする。 

 

 （落札者の決定） 

第８条 入札を行った者のうち、入札参加資格の条件を満たし、かつ、予定価格の範囲

内で最低の価格をもって入札した者（最低制限価格を下回る入札をした者を除く。）を

落札者とする。 

 

（再度入札） 

第９条 開札の結果、予定価格に達した入札者がいないときは、直ちにその場所におい

て再度入札に付すものとする。この場合、第１回目の最低の入札価格を上回る価格で

入札をした者の入札は無効とし、当該入札に係る第３回目以降の入札参加者の資格は

失うものとする。第３回目以降に行う入札についても再度の入札に準じて行うものと

する。 

２ 前項の入札を行ってもなお落札者がいない場合には、当該入札を打ち切ることがあ

る。 

３ 第１項の入札には、第７条に規定する無効又は失格の入札をした者は参加すること

ができないものとする。 

 

 （同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第 10 条 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者

にくじを引かせるものとする。 

２ 前項の場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代

わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

 

 （契約保証金） 

第 11 条 契約保証金の納付等については、別に定めるところによる。 

 

 （契約書等の提出） 

第 12 条 契約書を作成する場合においては、落札者は、発注者が交付する契約書案に住

所・氏名その他必要な事項を記載し、これに記名押印し、関係書類を添えて契約権者

の指定する日から起算して７日以内に、これを契約権者に提出しなければならない。

ただし、契約権者の書面による承諾を得て、この期間を延長することができる。 

２ 落札者が、前項に規定する期間内に契約書案を提出しないときは、落札は、その効

力を失う。 

 

 （質問及び異議の申立て） 

第 13 条 入札参加者は、この心得に疑義がある場合は、その疑義について入札前におい

て質問することができる。 



２ 入札書の提出後、この心得についての不明を理由として、異議を申し立てることは

できない。 

 

  附 則 

 この心得は、平成２０年１０月１日以降に入札執行に係る決裁を受ける業務について

適用する。 

附 則 

１ この心得は、平成２４年１０月３０日から施行する。 

２ 平成２４年１０月２９日以前に入札公告又は入札通知を行った業務等については、

従前の例による。 

３ この心得は、平成２８年２月８日から施行し、平成２８年度契約分から適用するも

のとする。 

４ この心得は、令和３年１月２１日から施行し、同日契約分から適用するものとする。 

５ この心得は、令和３年４月１日から施行する。 

令和３年３月３１日以前に公告を行った入札については、従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３ 

契約の方法及び入札の条件（庁舎清掃業務委託） 

１ 契約の方法 

地方自治法施行令（以下「施行令」という。）第１６７条の５の２の規定により条件付

一般競争入札とする。ただし、入札者がいないとき、又は再度入札を執行しても落札者

がないときは、施行令第１６７条の２第１項第８号の規定により随意契約とすることが

ある。 

 

２ 入札の条件等 

入札の際提示しなければならない条件は、次のとおりとする。 

(1) 入札書の記載金額 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１

０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

(2) 入札保証金 

入札保証金の納付は、福島県財務規則（以下「規則」という。）第２４９条第１項第

４号の規定により免除するものとする。 

(3) 最低制限価格 

地方自治法施行令第１６７条の１０第２項に基づき最低制限価格を設定する。 

(4) 落札者 

入札参加資格の条件を満たし、かつ、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て申込みをした者（最低制限価格を下回る入札をした者を除く。）を落札者とする。 

(5) 契約保証金 

規則第２２８条に定める契約保証金は、契約代金額の１００分の５以上の額とする。 

ただし、規則第２２９条第１項の規定に該当する場合は免除する。 

(6) 委託契約書 

別紙委託契約書（案）による。 

(7) 契約の確定時期 

地方自治法第２３４条第５項の規定により委託者及び受託者が契約書に記名押印し

たとき確定する。 

 

 

 

 


